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ヒアリング項目に対する厚生労働省の見解 
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労災保険関係 
 
１．労災保険料率の考え方について 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（見解） 

１ 労災保険は、 

① 労働基準法上の事業主の無過失賠償責任である災害補償責任（労働基準法第７

５～８３条）を肩代わりする法律上の保険（同法第８４条）であるから、 

② すべての産業にわたり適用され、事業主すべてが費用を負担している社会保険

として、その運営は国自らが行うこととしているものである。 

 

２ 本来、社会保険においては、私保険と異なり、保険料については危険に応じて定

められるべきとの原則は貫徹されないことから、給付と反対給付とは均衡するもの

ではないと考えられている。 

労災保険においては、 

（１）労災の保険料率は、業種別の業務上リスクを適正に反映したものでなければ、

事故防止へのインセンティブが働かず、労働者の安全確保に資することはできない。

この点、総合規制改革会議の請求に基づき公開された業種別の詳細なデータによれ

ば、とくにリスクの高い事業（「金属又は非金属鉱業」「水力発電施設等新設事業」

等）の保険収支のマイナスを、保険料ウエイトが高く保険収支率が良い「その他各

種事業（一般の事務職種）」と「建築事業」で賄っていると思われるがどうか。より、

メリット制を活用することにより、業種ごとの適正な保険料率を定めるべきではな

いか。 

 



① 安全衛生行政とあいまって事業主の災害防止の自主的努力を促進するという

政策的な意味（「災害防止の自動調整機能」） 

② 事業主間の保険料負担の公平を考慮する必要があること 

から、業種別に保険料率に差を設けることとしているが、上記①及び②の政策目的

等が達成できれば、業種別に収支が均衡する必要まではないものと考える。 

このため、具体的な保険料率の設定及び改定に当たっては、災害の多発や産業構

造の変化等が生じた場合は、激変緩和等の観点を踏まえるなど社会経済状況を考慮

し、業種間で調整を行ってきているところであり、これらについては、保険料負担

者たる使用者、受益者たる労働者及び公益の三者から構成される審議会において、

全体的な判断が行われているところである。 

 

３ また、このような観点から、保険料率は、過去３年間の保険給付等をもとにして

業種別に設定することとしているが、保険給付等のうち、短期給付で３年を超える

長期療養者分及び長期給付で災害発生時より初回受給が３年程度を超える分につ

いては、当該業種のみの負担ではなく全業種一律負担で算定しているところである。 

 

４ 以上のような理由で、保険料率については、その時点における業種毎の災害発生

率のみから設定されているものではなく、適切な判断及び手続の下に設定されてい

ると考える。 

 







 

 

 

 

 

 

（見解） 

 通勤災害については、業務災害と異なり、通勤は事業主の直接の支配管理下になく、

住居の選択、通勤手段・経路の選択も業種に関係なく労働者の自由であり、事業主の

災害防止努力も具体的には考えられないことなどから、保険料率については業種に関

係なく一律の負担としているところであり、メリット制の対象とすることは困難と考

える。 

 

（２）通勤災害に係る料率（1/1,000）についても業種毎に大きく収支率が異なり、ま

たメリット制が図られていないため、（主として通勤手段の差によるものと見られる）

通勤事故災害防止のインセンティブが働かないのではないか。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（見解） 

平成１３年度決算における労働福祉事業に係る支出内訳（８月８日提出資料別紙

４）のうち、福祉施設給付金のほとんどは特別支給金１，２６７億円である。特別支

給金については、労働者災害補償保険法施行規則第４３条により、保険給付と同様に

業務災害及び非業務災害に係る料率算定に含まれることとなるので、御指摘の労働福

祉事業及び事務の執行に要する費用とは、労働福祉事業費等から特別支給金額を除い

た額に事務費等（８月８日提出資料別紙５）を加えた２，２２９億円である。 

したがって、当該支出額は、保険料収納済額のうちの 1.5/1000 相当額である２，

２３４億円を超えていないものである。 

 

（３）労災福祉事業及び事務の執行に関する費用に係る料率（1.5/1,000）では現在     

実際にかかる労働福祉事業費すら賄えないのではないか。 

貴省のデータによれば労働福祉事業は2,740億円、事務にかかる費用は754億円と

されているが、実際の徴収額が約2,234億円（＊）で大幅な赤字となっていると思

われる。 

（＊）平成13年度の賃金総額に上記料率を乗じた金額 

そうであれば貴省の「昭和 63 年以降その水準を超えることのないよう労働福祉事

業等の効率的な運営を図ってきた」という説明との齟齬が生じることになるがどう

か。 



（参考１） 

 ・労働福祉事業費等    ２，７４０億円 －① 

 うち福祉施設給付金  １，２７３億円 

  うち特別支給金     １，２６７億円 －② 

・特別支給金を除く労働福祉事業費等（①－②） 

     １，４７５億円 －③ 

・事務費等            ７５４億円 －④ 

・労働福祉事業及び事務の執行に要する費用（③＋④） 

２，２２９億円 

 

※ ①「労働福祉事業費等」の内訳：労働福祉事業費、独法運営費・施設費、 

                事業団出資 

 

  ④「事務費等」の内訳：業務取扱費、施設整備費、他勘定へ繰入 

 








